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（要旨）
90年代から2000年代にかけて，バブル経済崩壊とその後の平成不況による日本経済の低迷は

「失われた20年」と呼ばれる。一方，米国経済の90年代からの復活は「IT革命」と呼ばれた情
報通信分野における新たな躍進によってもたらされた。またサービス産業と製造業の新たな関
係性の深化が，米国企業の競争力を強化した。

日本は2000年代に情報通信分野の発展に出遅れたが，イノベーション・システムの研究を行
い新たなキャッチアップを達成しようとしたが，現在までも成功しきれていない。本稿では，
まずはどのようなイノベーション・システムの研究がなされたのかを分析し，2000年代にとら
れたイノベーション政策と産業政策を分析して，日本経済が情報経済化にうまく対応できな
かった理由を考察する。結論として，フロントランナー段階のイノベーションを推進するには，
政治主導での抜本的な制度改革が必要となる。
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１　はじめに

先進国において第３次産業はGDPにおけ
るシェアと雇用の両面において重要性を増し
ている。しかし大きな問題として取り上げら
れているのが，製造業に比べてサービス産業
の生産性の伸びが低く，イノベーションが少
ないことである。生産性に関しては，９０年代
にはITの活用により，運輸，通信，流通な
どの生産性は大幅に上昇した。しかし日本に
おいては，サービス産業の労働生産性上昇率
が90年代から2000年代にかけても低迷した。

80年代は，日本の製造業の世界的な成功に
関する研究が進展した。QCサークル，ジャ
スト・イン・タイム・システムなどが脚光を
浴び，イントラネットやCAD/CAMシステ
ムなどによる企業内統合，サプライチェーン・
マネジメント（SCM）による顧客や供給業
者との外部統合や提携などに焦点が当てられ
た。

しかし90年代からICTの革新によるシステ
ム総合と広範なネットワーキングモデルが
発展する。イノベーションは多人数が参加
するプロセスと捉えられ，そこではネット
ワークによる高度な統合が必要となる。イノ
ベーションの発生場所が，組織内部から他者
との協働といった組織外部へと重要性が移
り，ネットワークの重要性が指摘されるよう
になった。さらにICTを利用した新しい形態
のネットワーキングが広がり，その分析がな
された。また国家のイノベーションは国家の
諸制度間のインタラクションの成果であると
するナショナル・イノベーション・システム
が論じられるようになり，さらにより限定さ
れた範囲における多様な関係者のインタラク
ションが重要であるとするクラスター論や地
域イノベーション・システムなどが登場した。

90年代から2000年代にかけて，バブル経済
崩壊とその後の平成不況による日本経済の低
迷は「失われた20年」と呼ばれる。一方，米

国の90年代からの復活は「IT革命」と呼ば
れた情報通信分野における新たな躍進によっ
てもたらされた。またサービス産業と製造業
における新たな関係性の深化が，米国企業の
競争力を強化した。

2000年代に情報通信分野の発展に出遅れた
日本はそのイノベーション・システムの研究
を行い新たなキャッチアップを達成しようと
したが，現在までも成功しきれていない。ま
ずはどのようなイノベーション・システムの
研究がなされたのかを把握し，2000年代にと
られたイノベーション政策と産業政策を考察
する。

２　イノベーション研究の歴史的背景と分析
手法

２－１　シュンペーターの新結合と企業家
イノベーションinnovationの動詞innovate

は，ラテン語のinnovareに由来する。これ
は，in−内部へとnovare−変化させる・新し
くする，からなる。一般に革新や新機軸など
と訳されている。狭義では新技術開発，新製
品，新工程といった技術革新（technological 
innovation）の領域として捉えられている。
しかし通常は広義に用いられており，製品や
工程だけでなく，組織，文化，制度までも含
む。またその生成過程だけでなく，社会への
普及過程にも着目した概念であり，イノベー
ションは社会や制度全体で受容されて社会変
動や文化変容へとつながっていく。現在は特
許や著作権と関連する技術レベルのイノベー
ションだけでなく，それを活用して新製品や
新工程に結びつける組織や経営におけるイノ
ベーションの重要性が増している。

イノベーションを学術用語として確立する
のに貢献したのが，シュンペーター（Joseph 
Alois Schumpeter）である。1912年に出版さ
れた『経済発展の理論』（Scumpeter, 1912）
において，シュンペーターは長期景気循環を
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説明するためにイノベーションの概念を導入
した。それ以前の経済学では，経済発展を生
み出す要因として人口や生産手段など生産要
素の増加を考えていた。経済主体はこれらの
変化に対して受動的に適応する静態的な存在
とされてきた。

しかしこの静態的な状態は稀有な才能を
もった企業家（entrepreneur)が，生産要素
の新結合つまりイノベーションを遂行するこ
とによって破壊されるとシュンペーターは考
察した。これが経済から自発的に生まれた変
化としての発展であり，単なる成長とは異な
る非連続的変化を生み出す。この新結合の担
い手となるのが企業家であり，その創造的破
壊により古い均衡から新たな発展を創出する
動態的な存在と位置づけられる。

新しい欲望は消費者から自発的に現れるも
のでなく，生産者から消費者に教え込まれる
ものであり，イニシアティブは生産者の側に
あるとシュンペーターは考えた。そして企業
家の新結合を資金面から援助する存在として，
銀行家を位置づけている。企業家が新結合に
よって，需要を顕在化させるのである。この
新結合の内容として次の５つをあげている。
①新しい商品の創出　②新しい生産方法の開
発　③新しい販路（市場）の開拓　④原材料
の新しい供給源の獲得　⑤新しい組織の実現
である。それゆえに，イノベーションは技術
革新に関するものだけでなく，経営革新や組
織革新の意味で用いられることが多い。

企業家がイノベーションを遂行した後，こ
れを模倣する追随者が時間の経過とともに増
加する。これによりイノベーションはある時
点において群生化し，比較的短期間で経済や
社会の構造を変革する。つまり経済や社会は
循環的な均衡から動態的な発展へと向かうこ
とになる。

２－２　イノベーションの歴史的背景
ロスウェル（Rothwell, 1994）は20世紀以

降のイノベーションの歴史的考察を行ってい
る。５世代イノベーション・モデルといわれ
ているものであり，主要なイノベーション・
プロセスの推移を分析しており，あわせて研
究動向の変化も考察できる。ロスウェルの分
析に従い，考察してみる。第1世代イノベー
ション・プロセスとは，第2次世界大戦後登
場した科学技術が先導するテクノロジー（サ
イエンス）・プッシュモデルである。続く60
年代には大量消費社会の出現により，マーケ
ティングの重要性が高まった。それによって
イノベーションはマーケットに主導されると
いうマーケット・プルモデルが登場する。こ
れが第2世代イノベーション・プロセスであ
る。

この単純なイノベーションの線形モデルは
第2次世界大戦から70年代半ばまで，科学技
術政策において優勢であった。このモデルに
おいて，基礎研究が最も重要な源泉とみなさ
れ，それに続く応用研究や技術開発などは永
続に拡大し続ける知識基盤に依存するという
考え方が形成されるようになった。このよう
な考え方から，国家資金など公的資金は基礎
研究に割り振られた。

70年以降，企業の内部活動により焦点が当
てられるようになり，これまでのような単純
な線形モデルは，次第に複雑な相互作用モデ
ルへと進化し，インタラクティブモデルへと
取って代わられるようになった。科学技術と
マーケットの情報が理解されるためには，組
織内部において良好なコミュニケーションが
必要となる。このモデルでは，制度と関係者
の相互作用によっていかにイノベーションが
生み出されるのかが強調される。異なる部
門間の相互作用とその間における効果的な
フィードバック・メカニズムが強調される。
これが第3世代イノベーション・プロセスで
ある組み合わせモデルである。

80年代は，日本企業の世界的な成功に関
する研究が進展した。QCサークル，ジャス
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ト・イン・タイム・システムなどが脚光を浴
び，イントラネットやCAD/CAMシステム
などによる企業内統合，サプライチェーン・
マネジメント（SCM）による顧客や供給業
者との外部統合や提携などに焦点が当てられ
る。これが第4世代イノベーション・プロセ
スである統合モデルである。

90年代からは第5世代イノベーション・プ
ロセスにあたり，ICTの革新によるシステム
総合と広範なネットワーキングモデルが発展
する。イノベーションは多人数が参加するプ
ロセスと捉えられ，そこではネットワークに
よる高度な統合が必要となる。イノベーショ
ンの発生場所が，組織内部から他者との協働
といった組織外部へと重要性が移り，ネット
ワークの重要性が指摘されるようになったか
らである。さらにICTを利用した新しい形態
のネットワーキングが広がりつつあり，その
分析がなされている。

また国家のイノベーションは国家の諸制度
間のインタラクションの成果であるとするナ
ショナル・イノベーション・システムが論じ
られるようになり，さらにより限定された範
囲における多様な関係者のインタラクション
が重要であるとするクラスター論や地域イノ
ベーション・システムなどが登場した。

３　イノベーション・システムとその構成要
素の研究

３－１　イノベーション・システムと関連
ネットワークの研究

イノベーションの概念が線形モデルからイ
ンタラクティブモデルへと転換したとき，こ
の新たなモデルはシステムとネットワーク概
念により発展を遂げるようになる。このイン
タラクションの重要性から，イノベーション
はネットワークとシステムアプローチの双方
から研究がなされてきた。ミエッティネンは
ネットワークの種類を7つの分析単位に設定

し，異なった学問領域に従って概念，方法な
どにより分類している。（Miettinenn, 2010）
ミエッティネンの分析に従い、考察してみる。
第1レベルは「個人のネットワーク」であり，
社会心理学と個人のコミュニケーションネッ
トワーク研究からの分析で，計量社会学のモ
デルを用いている。ネットワークの結節点は

「個人」である。R&Dプロジェクトにおける
情報伝播において，組織内外と多くのつなが
りをもつ個人の存在を明らかにし，境界をつ
なぐ人としての「ゲートキーパー現象」を発
見したアレンを紹介している。（Allen, 1977）

第2のレベルは，1980年代と90年代に技術
社会学で発展した製品もしくは新技術の構築
に関する関係者のネットワークの研究であり，
行為者ネットワーク理論と技術の社会的形成
理論から構成されていた。そのネットワーク
の結節点は「組織，地域社会，もしくは社会
集団，共同体」などである。

第3のレベルはイノベーターのネットワー
クであり，企業の組織間ネットワークに焦点
を当てた企業理論を研究するイノベーション
の経済学者による研究である。この研究ア
プローチは企業の契約を基礎とする集団的
関係性に焦点を当てており，ネットワーク
の結節点は「企業とその他の組織」である。
戦略的提携，サプライチェーンネットワー
ク，R&Dコンソーシアムなど多様なイノベー
ティブな企業の組織間ネットワークを取り上
げている。

第4のレベルの分析は，地理学者によって
研究されてきた地域ネットワークであり，シ
ステムアプローチから「地域イノベーション・
システム」という概念が導入された。イノベー
ションは根本的に地理的なプロセスであり，
イノベーション能力は知識基盤を共有する地
域的な共同体を通じて持続される。「暗黙知」
の交換には「近接性」が必要であり，ローカ
ルな学習の基礎を地域が構成すると明らかに
した。
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第5のレベルはイノベーションの産業部門
システムに関する研究であり，産業組織論か
ら生まれた。システムの境界は特定の市場と
製品グループを基準として，部門において異
なるイノベーションを分析する。「技術の集
積」という概念を導入し，科学と技術的な生
産を可能とする一連の道具としての「技術プ
ラットフォーム」の役割に焦点を当て，集積
は製品でも技術でもなく，それらを生み出す
基盤の共有という現象であることを明らかに
した。

第6のアプローチは産業的，地域的に統合
された集積に関する概念である「産業クラス
ター」である。この研究にはポーターの貢献
が大きく，「ポーターのダイヤモンド分析」
として知られている。産業部門アプローチで
は同一製品市場における水平的な関係性に焦
点を当てるが，クラスター・アプローチでは
垂直的な関係性にも焦点を当て，イノベー
ション創出におけるサプライヤーやユーザー
の重要性を指摘する。

第7のアプローチは国家制度と関係者のイ
ンタラクションを研究するナショナル・イノ
ベーション・システムの研究である。システ
ムの視野は広大であり，インタラクションを
行うのが国家の諸制度であるために分析レベ
ルが高次となる。そのために関係者や結節点
を定義することは難しくなり，インタラク
ションの質とダイナミクスを分析することが
難しくなった。90年代終わりには国家システ
ムにより小さなシステムである「クラスター」
や「地域イノベーション・システム」により
焦点が当てられるようになった。

３－２　ナショナル・イノベーション・シス
テムとその構成要素
イノベーションの方向性やダイナミクス

に強い影響を与えているのが「制度」であ
る。イノベーションを制度との関係性で論じ
るときに，制度分析を行う研究者によって視

点が異なってくる。ダグラス・ノース（North, 
2005）を中心とする新制度派経済学では，経
済発展の経路を強く制度の在り方が規定する。
市場経済を支える制度の在り方として，とく
に財産権の確立を重要と考える。この場合に
は，イノベーションと関連するのは特許，著
作権といった知的財産権である。米国のイノ
ベーション政策の成功例である1980年のバ
イ・ドール法の成立により，大学が所有する
特許の技術移転が活発化し，産学連携活動も
大幅に増加した。

比較制度学派では，イノベーションの関係
者間のインタラクションをゲーム理論のモデ
ルを用いて分析する。経済システムにおける
制度の多様性，制度の補完性，経済システム
の進化と経路依存性といった特徴で規定され
る複合的な構造を，ゲーム理論によりその制
度の生成や移行のプロセスを分析する。

ナショナル・イノベーション・システムの
視点は，国の制度を構成する企業，大学，政
府の3者が「三重らせん」とよばれる相互作
用を通して，国全体のイノベーション・シス
テムが進化していくそのプロセスを重視する。
新制度派経済学や比較制度学派に比べると，
理論的な厳密さという点では劣るものであり，
政策においてもその評価基準を明確に提示で
きているわけでもない。しかし様々な国や地
域，多くの産業におけるイノベーション・プ
ロセスの全体像を鳥瞰できるビジョンを提供
しており，その点からも学際的に多くの研究
が行われている。

ナショナル・イノベーション・システムと
いう考え方は，フリーマン，ネルソン，ドシ，
ルンドバルといったシュンペーター学派と呼
ばれる制度派経済学者から提唱された。そし
て意外なことにナショナル・イノベーション・
システムの研究は，戦後急速に欧米先進国に
キャッチャアップした日本の産業競争力の源
泉に関する研究から始まった。

フリーマンはナショナル・イノベーション・
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システムを産業システムと技術革新の関係性
の概念で把握し，そして戦後日本の経済発展
の分析に適用した。日本のイノベーション・
システムの特徴として，①民間企業に技術変
化の直接的・間接的指針を示した通産省の産
業政策と技術政策　②輸入技術の吸収と改善
プロセスに対する企業の研究開発と分解工学
的なシステム思考　③工学系を中心に高水準
の労働力を可能とした教育システムと終身雇
用制での企業内の教育・訓練システム　④長
期的視点で教育，研究，投資を可能とした日
本型企業間関係の4点をあげた。国の産業発
展の特徴を技術の問題として捉えたのではな
く，社会経済システムの制度上のイノベー
ションと捉えたのが特徴である。日本のシス
テムが米国の大量生産技術を吸収してキャッ
チアップに成功し，その後にそのプロセスに
おける改善を通して先進的なプロセス・イノ
ベーションを実現した。情報集約的で，エネ
ルギー節約的なトヨタの「かんばん方式」に
代表される製造業における新しい技術パラ
ダイムをフリーマンは称賛した。（Freeman, 
1987）

しかしフリーマンの指摘した80年代までと
は異なり，90年代以降は新しい情報通信技術
のパラダイムには対応できず，日本は立ち遅
れることとなった。これは90年代初頭のバブ
ル経済の崩壊とその後の「失われた10年」と
呼ばれる不良債権処理による平成不況による
ものだけではない。大きな要因として，日本
のキャッチアップ型を特徴とする経済・社会
的な要因にあると思われる。この点を90年代
から始まった新たな情報経済化を2000年代を
中心に製造業とサービス産業の両面から考察
してみる。

４　サービス産業における生産性上昇

先進国において第３次産業はGDPにおけ
るシェアと雇用の両面において重要性を増し

ている。しかし大きな問題として取り上げら
れているのが，製造業に比べてサービス産業
の生産性の伸びが低く，イノベーションが少
ないことである。生産性に関しては，９０年代
にはITの活用により，運輸，通信，流通な
どの生産性は大幅に上昇した。しかし日本に
おいては，サービス産業の労働生産性上昇率
が90年代から2000年代にかけて低迷した。経
済産業省では労働生産性の上昇率をTFP変
化の寄与1），IT資本蓄積の寄与，非IT資本
蓄積の寄与に分解して，低迷の要因を図表
１・２のように分析している。（経済産業省，
2007）

それによれば日本の第３次産業において，
2001年から2004年平均で労働生産性が顕著に
伸びているのは，金融仲介業，通信業，卸売
業で，上記３要因すべてが労働生産性上昇に
寄与している。しかし狭義のサービス産業に
あたる医療・福祉，教育，対事業所向け及び
個人向けサービスはいずれもTFPの低下が
労働生産性下落の主因となっていて，IT資
本蓄積と非IT資本蓄積の寄与は極めて少な
い。全般的に，日本のサービス産業の生産性
低迷はIT資本蓄積の不足とTFP上昇率の低
迷にあるという。米国のサービス産業では，
ほぼすべての業種で労働生産性が上昇してい
るが，これにはTFPの貢献が大きい。この
理由としてはIT資本ストック比率の日米格
差の拡大に大きな要因があり，米国ではIT
資本蓄積とTFP上昇の同時達成が進んでい
るが，ごく一部の業種を除いて日本ではIT
資本蓄積が進んでおらず，TFP上昇につな
がっていない。またハードに偏ったIT投資
の特徴がある。特に事業所向けサービスでの
IT資本の寄与が低いのが特徴であり，ソフ
トを活用した戦略への転換が求められる。　

また生産性の捉え方に問題があり，生産性
の定義では分母に労働者×労働時間，分子に
名目GDPがくるが，コスト，合理化という分
母の効率化に目が向きがちである。イノベー
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ションによる付加価値の向上や新規ビジネス
創出による需要創造といった分子に当たるこ
とも重要である。その意味で，サービス産業
におけるプロダクト・イノベーションについ
ての停滞も大きな問題であった。プロダクト・
イノベーションは既存製品の品質改善や新製
品の導入に伴うイノベーションである。これ
らは製品に対する支払許容額を増加させるの
で，需要曲線を上方にシフトさせる。2000年

代はBRICsの時代であり，外需は旺盛であっ
たが，内需は弱く物価上昇率も低かった。

2007年の通商白書では，日本のサービス産
業の生産性の低迷の原因が正しく分析されて
いる。しかし残念なことに，2008年にはリー
マンショックと呼ばれる世界的な金融危機が
生じた。また日本では毎年のように政権が代
わる政治的な不安定性があり，うまく政策対
応ができなかったと考えられる。ナショナル・

図表１　米国のサービス産業の労働生産性上昇率（2001-2004年平均）の要因分解

出所）経済産業省『通商白書2007』

図表２　日本のサービス産業の労働生産性上昇率（2001-2004年平均）の要因分解

出所）経済産業省『通商白書2007』
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イノベーション・システムの観点から，かつ
てのように「産業ビジョン」を明らかにし，
政策の方向性を示しきれなかった。これは
キャッチアップ段階からフロントランナーに
なった日本に，キャッチアップ段階のような
明確なモデルがなかったことも指摘できよう。

2000年代から通商白書で指摘されていた
ITのハード面での投資，情報通信分野での
規制緩和などによって，ITインフラと民間
のインターネット利用者数及び利用率は改善
されていく。しかし政府主導のIT活用，政
府部門のデジタル化など政府におけるITの
利活用は低調であった。安田（安田，2014，
Yasuda，2017）が指摘しているシンガポー
ル政府のリードユーザーとしてのITの利活
用やデジタル化とは対照的であった。

５　製造業とサービス産業におけるイノベー
ションの特徴

５－１　製造業におけるイノベーションの
特徴

製造業のイノベーションの特徴には2000
年代以前から現在までも大きな変化はない。
EU委員会が公表している2014年度の世界の
R&D支出トップ2500社（41業種）のスコア

ボードデータにより，R&D支出額が最も大
きい11の業種を取り上げ，産業レベルの研究
開発集約度の平均を高い順に並べて分析を
行っている。［長岡貞夫, 2017年］　11業種は
ソフトウェア・コンピュータサービスを除く
と全て製造業であり，研究開発は製造業が主
な担い手となる。研究開発支出額の上位は製
造業であるが，非製造業で研究開発投資が多
いのは，ソフトウェア・コンピュータサービ
スが全体の約10％であるが，そのほかはエネ
ルギー分野が約2％，金融・不動産分野も2％
で，シェアは小さい。

長岡はこの点を規模の経済性から分析して
いる。なぜ研究開発が製造業に集中している
のか，2つの理由があげられる。第1に，研
究開発の成果は多くの場合「もの」に体化さ
れることによって，あらゆる産業分野の企業
と消費者を対象に販売することができるので，
研究開発の規模の経済を活かすことができる。
第2に，製造業は研究開発と製造販売を一体
して行うことによって研究開発と製造を効率
的に行うことができる。

またソフトウェア・コンピュータサービス
業についても，研究開発の規模の経済を活か
すように業の境界が成立している。これらの
企業は研究開発の成果を直接に売るのではな

図表３　R&D支出上位11業種及び各国のR&D支出上位企業の研究開発集約度

出所：長岡、2017年
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く，それを体化したソフトウェアやサービス
を売っている。汎用ソフトウェアは，いわゆ
る「お仕着せ戦略」により，全ての産業や家
計を対象とするソフトウェアを開発すること
で，研究開発における規模の経済を活用する。
Googleなどの検索サービスでは，利用者に
は検索サービスが提供され，研究開発の成果
はクラウド上にある検索を行うソフトウェア
に体化されている。ITの利用によって，研
究開発の成果をソフトウェアやサービスの体
化することで利用者に届ける，ソフトウェア，
コンピュータ産業が拡大していることが2000
年代以降の大きな特徴である。

５－２　サービス産業におけるイノベー
ション

世界的なサービス産業化のなかで，90年代
以降，経済成長へのサービス産業の貢献に対
する関心が強まった。OECDは2000年にサー
ビス産業におけるイノベーションと生産性に
関する研究会をオーストラリアと開催した。
その後「サービスにおけるイノベーションと
生産性」という報告書が出版された。この研
究会では，①サービス産業におけるイノベー
ションの役割と生産性の関連　②サービス経
済におけるイノベーションの機会と阻害要因
　③サービス産業のイノベーションと生産性
向上促進のための政府の役割の３点を明らか
にすることを目標とした。報告書ではサービ
ス産業における統計資料の不整備を問題とし，
それがサービス産業におけるイノベーション
の全体像を正確に把握することを困難として
いると指摘がなされている。またサービス産
業のイノベーションは，多くがプロセスや手
順の小規模な漸進的改革を伴う非技術的イノ
ベーションを特徴とするので，特許などの伝
統的尺度だけでは有効に把握することがで
きないことも指摘している。（Edwards and 
Croker, 2007）

報告書では，サービス産業における生産性

の向上にとってイノベーションが最も重要で
あるとして，政府がサービス産業を包括的に
含めた政策を立案する必要があることを強調
している。サービス部門は製造業や農業と
いった第1次，2次部門との統合が進んでお
り，例えばサービス部門のIT産業やビジネ
ス支援サービスなどが他部門のイノベーショ
ンと生産性向上に直接的な役割を果たしてい
るので，より統合的なアプローチを執らねば
ならないからである。

指摘にあるような「製造業のサービス化」
と「サービス産業の製造業化」が2000年代に
進展していたので，製造業とサービス産業と
の相互関係を理解する必要があった。特に後
者のように，サービス産業に製造業の科学及
び技術を取り入れ，サービス産業を科学的に
捉えるというサービス・サイエンスへの関心
が当時強まっていた。米国の競争力評議会は
2004年に発表した報告書「イノベート・アメ
リカ」（いわゆるパルミザーノ・レポート）
において，製造業とサービス産業の関係性の
変化について言及し，サービス・サイエンス
の促進の重要性を指摘している。IBMの会長
であるサミュエル・パルミサーノが評議会議
長を務めていたこともあり，製造業とサービ
ス産業の融合が新しいイノベーションの形を
創り出しており，製造業は単なる製品の提供
者ではなく，ソルーションの提供者となって
いることを明らかにしている。それ以降，サー
ビス分野への科学的・工学的アプローチに関
心が集まり，日本でも本格的な取り組みが始
まりつつあった。しかしこのような科学的・
工学的アプローチは主に先に述べた生産性の
分母の効率性向上に貢献する。サービス産業
のイノベーションの進化を探るためには，製
造業との相互関係をさらに考察する必要があ
る。



2000年代のサービス産業のイノベーションとその政策

— 94 —『商学集志』第 91 巻第 2 号（’21. 9）

５－３　サービス産業におけるイノベー
ションの技術軌道

イノベーションやイノベーション・プロセ
スに関する分析は，主に製造業を中心に行わ
れてきた。それゆえにサービス産業に特有の
要因を意識的に取り上げて分析する必要があ
る。ホーウェルズはこの製造業とサービス産
業の体系的な相違点を図表４のようにおおま
かに分類している。

図表４によれば，2000年代前半ごろのサー
ビス産業におけるイノベーションは製造業と
異なるものであることがわかる。例えば知的
所有権はイノベーションにおいて重要な制度
であるが，製造業の場合は特許により強固に
保護されている。サービス産業では著作権や
商標，守秘義務などで保護されているに過ぎ
ず，それはイノベーションへのモチベーショ

ンに影響を及ぼす。これがサービス産業にお
ける研究開発が活発化しない原因の一つであ
るという指摘もなされてきた。

しかしサービス部門それ自体が研究開発を
行わなくても，経済の他の部門で開発された
イノベーションに依存することにより，生産
性を高め，組織改革などの非技術的なイノ
ベーションにつなげることができる。このよ
うな企業と技術軌道の関係を「サプライヤー
支配型」といい，この場合に技術変化は例外
なく機器や生産設備のサプライヤーからもた
らされる。そしてイノベーション戦略におけ
る主要課題は，技術以外の競争優位性を補強
するために他から技術を調達して利用する
こととなる。90年代以降，ITの画期的な利
用法が開発・利用され，販売，物流，決済な
どにおいて生産性が上昇し，顧客への柔軟な

［出所］　Jeremy Howells, ‘The Nature of Innovation in Services’ in Innovation and Productivity in Services, OECD, 2001, 
p.57.

体系的特長 製造業 サービス業 実態／重要性

１、知的所有権 強固；特許 脆弱；著作権 現在、強固

２、技術的指向性 テクノロジー・プッシュ
科学・技術主導

テクノロジー・プル
消費者・顧客主導

歴史的、低下

３、研究・イノベーショ
ンの創出・供給

組織内 主に外部調達　　 重要性低下；製造業と
サービス業の収束

４、労働生産性 影響大 影響少（８０年代まで） 現在、重要性
潜在的に低下

５、イノベーション・
サイクル

短期 長期（コンピュータサー
ビスを除く）

低下、弱い

６、商品特性 有形、保存容易 無形、保存困難 重要性低下；
中程度

７、国際サービス提供 輸出、次いでFDI FDI、次いで輸出 現在、中程度

８、システム空間の規
模、 範囲

国内⇒グローバル 地域⇒国内、グローバル 重要性低下；
サービス産業
国際化で挽回

図表４　イノベーション：製造業とサービス産業の体系的特質
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対応を実現することが可能となった。このよ
うなサービス産業のサプライヤー支配的な特
性のために，サービス産業におけるイノベー
ションは低調であるといわれてきたのである。
この「サプライヤー支配型」の技術軌道にあ
る場合，競争優位なポジションを獲得するた
めには，組織革新などの非技術的なイノベー
ションが重要となる。（Tidd, 2001）

しかし90年代からのIT革新は，一部のサー
ビス産業の構造を大きく変えることとなった。
金融，小売，出版，通信，医療，旅行といっ
たサービス産業において，情報産業化が一気
に進展したのである。このように情報集約化
した産業における技術の源泉となったのが，
自社内のソフトウェア開発部門や情報システ
ム部門であり，また外部の応用ソフト開発業
者である。つまり分散型のシステム設計を構
築して運用し，顧客サービスを高度化したの
である。イノベーションの戦略の主要課題は，
複雑な情報システムを開発し運用することと
なり，それによって画期的な新製品や新サー
ビスを開発することが可能となった。この
ようにITの発達によって，多くのサービス・
プロセスは大きな影響を受けていた。ITに
おける技術的な機会と顧客のニーズを合致さ
せ，従来のサービスを効率化し，そして新た
なサービスを開発し提供する企業が次々に登
場してきた。この背景には2000年代からの民
間部門におけるインターネット利用者数及び
利用率の大幅な向上があった。

５－４　イノベーションに向けたサービス
産業と製造業の新たな関係性の構築

90年代の米国において製造業の「サービス
産業化」が先んじて進展したが，これはその
後，世界的な流れとなっていた。先進各国の
製造業において，総売上高のうちサービス販
売の売上高の比率は上昇して，付加価値は
サービス活動により生み出されている。この
製造業の「サービス産業化」にはイノベーショ

ン・プロセスにも大きな影響を及ぼしてきた。
この製造業の「サービス産業化」にはいく

つかの特徴があるが，製造業者が自社の製品
にサービスを付与することによって競争優位
を構築しようとする傾向もその一つである。
このような「サービス産業化」現象を，ホー
ウェルズ（Howells, 2001）は工業製品の「サー
ビス・カプセル化」と名づけ，２つの特徴を
明らかにしている。第一に，密接に関連する
サービス製品とともに一つのパッケージとし
て工業製品を提供することである。自動車の
場合には，このことは，ファイナンス，保
険，整備保障，買戻し条項，税金をすべて一
括することを意味する。第二に，より洗練さ
れたものであるが，消費者に工業製品そのも
のを提供するのでなく，むしろ工業製品購入
により最終的に達成する目標を提供すること
である。例として，工作機械メーカーや自動
車メーカーが，リース会社や金融会社を子会
社として保有し，自社の製品を購入しやすく
し，また利用しやすくしていることをあげる
ことができる。それによって顧客に対して購
入後のアフターサービスをより的確に行うこ
とを可能としている。このことの意味するこ
とは，購入時だけでなく，その後も長期にわ
たり顧客サポートを行い，それを収益と結び
付けていることにある。このような長期的サ
ポート・サービスへの焦点のシフトは，消費
者のニーズに対応するために，製品により多
くの最終需要を付加し続けていくことの重要
性の高まりを意味する。それゆえに単に製品
を売るだけでなく，顧客ニーズを満たすこと
に長期的に関わりたいという企業がますます
増加していた。

これまでは製造業の「サービス産業化」を
取り上げてきた。そこでは工業製品の「サー
ビス・カプセル化」が進展していた。ホーウェ
ルズはこのようなサービスのカプセル化のプ
ロセスに関して，類型化を行っている。これ
まで見てきたように，製造業者が顧客ニーズ
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を満たそうと努力するうちに，サービス業務
が増加し，それが非技術的イノベーションへ
とつながるプロセスを生み出す。

また製造業の「サービス経済化」とは逆方
向のサービス産業の「製造業化」も存在する。
サービス企業はサービス提供を効果的に行う
ために，どのような工業製品を提供または利
用できるかという点にますます関心を持つよ
うになってきている。その関わり合いは多様
であり，サービス業者が製造施設を買収した
り，サポート・サービスに関連する製品を製
造したりしている。

このような製造業とサービス産業の関わり
を，妹尾（妹尾，2006）はサービス・コンセ
プトとモノの関係性からとらえた。それによ
れば，製造業の「サービス産業化」とは開発
されたモノを起点にサービスを検討すること
であり，いわばプロダクトアウト的発想に立
つ。この場合には存在するモノをサービス・
コンセプトで意味付け直すことが重要となる。
そしてサービスマネジメントで重要なことは，

「モノ機能」を最大限に活かすサービス開発
を行うことである。またサービス産業の「製
造業化」は，サービス主導でモノの開発を行
うことであり，マーケットイン的発想に立つ。
このモノづくりで重要なことは，「サービス
機能」を促進するモノを開発することである。
この例として，旭山動物園の「行動展示」を
あげているが，まさにこの「行動展示」とい
うサービス・コンセプトを体現する設備を設
置することにより，破綻寸前の動物園を日本
有数の入場者数を誇る動物園へと変えること
ができた。ここでは競争優位に立つためには，
新たなサービス・コンセプトを打ち出せるか
どうかが重要となる。そしてこのコンセプト
をめぐる競争が，サービス・イノベーション
を促進することにつながるのである。

このように製造業とサービス産業における
相互関係は複雑になり，新たな関係性の構築
に成功した企業が競争優位に立つことができ

る。工業製品とカプセル化されたサービスと
の新たな相互作用がサービス・イノベーショ
ンを生み出すのだが，この新たな相互関係を
構築するのは容易いことではない。そのため
例えばホーウェルズは，製造業とサービス産
業と結びつける新たな仲介業者の必要性を明
らかにしている。製造活動とサービス活動の
間に，新たな知識の連結を確立するためには，
製造業者にもサービス業者にも無い斬新で専
門的な知識を必要とするからである。

それではどのような主体がこの仲介業者と
なりえるのであろうか。そこには新たなビジ
ネスの機会があるので，2000年代当時もベン
チャー企業がその役割を担うべく起業すると
いうのが一般的認識であった。しかし当時も，
製造業もサービス産業もかなり知識集約的な
関係性を発展させていく方向にあった。そし
てその知識集約的な方向は，ある面において
科学・工学の知識の応用という特徴として現
れている。サービス分野に製造業の科学・工
学的アプローチを導入しようとする研究が進
みつつあり，この科学的・工学的アプローチ
がサービス産業に適用可能な６分野が類型さ
れる。それによれば，①サービス提供の過程
で，「技術」が「人」に代替する　②サービ
ス設計を技術が支援する　③認知工学等を活
用して，顧客の視点でより質の高いサービス
を実現する　④従来のサービスをモデル化し，
そのプロセスを工学により最適化する　⑤市
場化された新しい技術を活用してサービスを
提供する　⑥受付ロボット，があがっていた。

（経済産業省，2007）そしてこれらの先端的
で革新的な分野の研究は，大学や企業の研究
所などで行われる。つまりこのアプローチを
浸透させるためには，産学連携の強化が必要
となる。製造業と大学の間の連携はかなり進
んでいたが，サービス産業の産学連携はほと
んど進んでいなかったので，取り組みを強化
する必要があることが指摘されていた。ナ
ショナル・イノベーション・システムにおけ
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る「三重らせん」構造の構築が，当時も大き
な政策課題であった。また産学連携において，
技術を効果的かつ効率的に移転するためには，
サービス分野のニーズとシーズのマッチング
において目利きとなるトランスレーターの役
割が重要であり，その育成の必要性が指摘さ
れた。このような人材が増加し，場合によっ
ては起業すれば，サービス産業の「製造業化」
において仲介者として重要な役割を演じるこ
とになる。　

５－５　マーケティングにおける新たな研
究の進展

従来のサービス・マーケティングにおいて
は，モノとは異なるサービスの特徴に重点を
置いた研究がなされてきた。モノとの比較で
サービス固有の特性を明らかにし，それをも
とに差異化を図る戦略である。そのサービス
固有の特性とは，同時性，消滅性，無形性，
変動制などであり，これらに基づきサービス・
マーケティング戦略が立案された。供給の変
動制に対処するための従業員へのマーケティ
ングであるインターナル・マーケティングな
どがその典型的な研究分野である。

2000年代半ばに，このサービス・マーケティ
ングの研究領域において，新しいコンセプト
に基づく研究が進展した。モノかサービス
かという二元論から，モノにもサービスにも
当てはまる共通論理を探るものである。バー
ゴとラッシュが新しいロジックを2004年に提
唱し，そこから大きく発展した論理である。

（Vargo & Lusch, 2004）
世界に対する共通の見方としてドミナン

ト・ロジックがあり，アダム・スミスの国富
論までさかのぼるモノ中心の論理を，バーゴ
とラッシュは「グッズ・ドミナント・ロジッ
ク（G-Dロジック）」と定義する。このG-Dロ
ジックでは，サービスとはモノ以外の何かと
位置付けられてきた。彼らはこのような世界
観に対して，世の中で行われる経済活動は全

てがサービスであるという新しい論理「サー
ビス・ドミナント・ロジック（S-Dロジック）」
を提唱した。S-Dロジックにおいて，モノは
サービスを提供する手段であると位置づけら
れており，モノを介するサービスとモノを介
さないサービスというように，サービスの一
形態としてモノが扱われている。基本的前提
として，モノはサービス提供のための伝達手
段であると位置づけられている。

その後，2008年にバーゴとラッシュはよ
り洗練されたS-Dロジックを提唱している。

（Vargo & Lusch, 2008）S-Dロジックへの世
界観の変遷は，「経営資源であるリソース」
に関する変遷と関連する。G-Dロジックの時
代の主たる資源は，土地や天然資源など，有
形，有限，静的，受動的資源である「オペラ
ンド資源」であり，いかに多く所有して効率
的にアウトプットに変換できるかが重要で
あった。しかしS-Dロジックの時代では，ナ
レッジやスキルなど，無形，無限，動的，能
動的資源としての「オペラント資源」が競争
優位の基本的な源泉となる。基本的前提とし
て，全ての経済はサービス経済であると定義
されており，市場交換の本質はサービスの交
換であり，その意味するところはナレッジと
スキルの交換となる。この論理では，サービ
スをプロセスと捉えており，交換の実態が
プロセスの中にあって実現されものとなる。
2000年以降の情報経済化の中で高度化する知
識社会の本質をよくとらえていると思われる。

S-Dロジックにおける最も重要な基本的
前提の一つとして，「価値共創」の概念があ
る。価値を決定するのは顧客であり，顧客は
常に価値の共創者である。そして企業は価値
を提供することはできず価値提案しかできな
いので，企業は顧客と共同で価値を創出する。
G-Dロジックでは，価値を生み出すのは企業
で，顧客は価値消費という一方的な価値生産
が前提であった。S-Dロジックでは，価値を
生み出すのは企業と顧客の双方であり，様々



2000年代のサービス産業のイノベーションとその政策

— 98 —『商学集志』第 91 巻第 2 号（’21. 9）

な相互作用を通じて価値が創造される双方向
的な価値共創が前提となっている。この価値
共創は顧客のサービス使用価値そのものが，
価値創造のプロセスとみなされる。企業と顧
客の双方向的・協業的な価値生産と価値消費
が行われ，そこでは顧客の新たな行動を誘発
して使用価値や文脈価値の拡大と最大化を図
られる。市場での交換価値ではなく，使用価
値や文脈価値が重要となり，使用のプロセス
が重視されるので，企業と顧客の関係は長期
的なものとなる。

2000年代後半以降に，この新たな視点から
新製品開発が発展していくが，特にデータ
ベースとICTを活用して消費者の文脈価値を
実現する新たなサービスの提供が2010年代に
なると増加していった。

６　サービス産業の非技術的イノベーション
と産業集積

６－１　2000年代のサービス産業の非技術
的イノベーション

ITなどの技術的イノベーションが核と
なって，サービス産業に非技術的イノベー
ションを生み出す。ITは最終消費者や部品
供給業者との直接的な取引を可能とし，従来
の仲介業者を不必要とした。この従来の仲介
業者には，小売業者や卸売業者だけでなく，
マーケティング・リサーチ会社などのマーケ
ティング情報の仲介者も含まれる点が重要で
ある。企業は顧客情報に関して，直接的に多
くの情報を獲得できるようになり，それらの
情報をデータベース化して分析し，アフター
セールス・サポートに活用できるようになり
つつあった。

しかし情報社会の急速な進歩が，前節でみ
たように新たな情報仲介業者の必要性を生み
出す。技術変化が早すぎるために，ITに関
する専門的知識がますます必要となり，それ
を自社内で調達し，処理することを困難とし

ていたからである。例えば，検索サイトの上
位にランクされることが，自社のホームペー
ジへのアクセス数の増加につながる。そのた
めに検索エンジン・マーケティングという検
索結果の上位に位置するためのマーケティン
グが生まれ，検索エンジン最適化といわれる
手法を駆使する企業が登場した。この企業が
Googleであり，2000年代後半には新たな情
報サービス事業が登場し，米国において情報
経済化は新たなステージへと入っていく。 

（NHK取材班，2007）２）

またITは企業において効率的かつ効果的
なサービス提供のための組織改革を促す。物
理的な店舗の必要性は低下し，企業はオンラ
インでのサービスに重点を大きく移していた。
小売業にとどまらず，銀行，保険，証券といっ
た金融サービス業などはその組織構造を大き
く変化させ，新たなサービスを提供し，サー
ビス産業のさらなる「情報産業化」が進展し
ていた。このように技術的イノベーションが，
サービス・プロセスにおいて非技術的イノ
ベーションを起こし，さらに新たなサービス
を提供することにつながった。また，サービ
ス産業において，企業は新しいサービス・コ
ンセプトを実現するために，また顧客ニーズ
に合わせたサービスをより多く提供するため
に，サービス機能を促進するモノやサービス
の開発を新たに行う必要が生じる。このこと
が新たな非技術的イノベーションにつながっ
ていた。

サービス産業においては，現在まで相対的
に重要であるのは，非技術的イノベーション
であった。そして当時，サービスの差別化や
イノベーションにおいて，ますます重要に
なっていたのが，芸術や文化がもたらす要素
であった。モノに満たされた先進国の消費者
は，コンテンツなどサービスに対する支出を
増加させている。先進国のコンテンツ産業に
おける鑑賞者や観客のレベルの高さを考慮す
れば，サービス全般の質の高度化の問題に方
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向性を与えるのは文化や芸術である。サービ
ス産業においても，競争上の焦点はサービス
の質の開発に移行しており，文化や芸術のも
たらす非技術的イノベーションに関心が集ま
りつつあった。

製造業においては，顧客との長期的関係を
維持するために，アフターサービスが極めて
重要な役割を演じている。そこでも重要とな
るのが，サービスの質の開発であり，非技術
的イノベーションが重要度を増している。こ
のサービスの質の開発でも，重要な役割を演
じているのが文化や芸術である。いかにそれ
らをうまく取り入れて洗練された製品やサー
ビスに仕上げられるかが問われた。

科学・技術，ビジネス，文化・芸術をいか
に融合するか，そのことが製造業の「サービ
ス産業化」やサービス産業の「情報産業化」に，
競争優位性をもたらす方向性を与えると考え
られていたのである。

６－２　サービス産業集積と都市
当時から現在まで，サービスの関連する最

も顕著な特徴として，都市への経済活動の集
中があげられる。先進国及び多くの発展途上
国では，７０％以上が都市に居住する。サービ
ス経済化は都市において著しく進展しており，
この都市における集積とイノベーションの関
係性に関する研究が，ポーターを中心とする
企業活動の戦略論の視点に立つクラスター理
論，一般均衡理論のアプローチを取る空間経
済学，地域経済学といったような分野におい
て活発に行われてきた。（藤田，2003）３）

サービス活動が大都市に集積するのにはい
くつかの基本的要因によって説明がなされて
きた。４）第一に，サービスにおける不可分性
と規模の経済があげられる。サービス活動の
特徴の一つが不可分性であり，これが人口の
多い都市にサービス産業が集積する理由の一
つである。そして集積が進むことによって規
模の経済性が生み出される。第二に，ヒト，

モノ，サービス，カネ，情報などに関する広
義の輸送コストがあり，都市に集積すること
によりそのコストを低減することができる。
第三として，サービスの多様性とそれを提供
する企業や人間の多様性があげられる。成熟
した先進国の都市における消費の多様性に対
応するために，国内外からのヒトやカネが活
発に都市に流入し，サービス産業の集積が進
行する。

都市にサービス産業が集積するメカニズム
を具体的に示してみる。５）都市における多様
なサービスの需要に対して，多様なサービス
の供給がなされる。それがサービスを提供す
る労働者の雇用と所得の増加につながる。こ
れが，サービスの多様な提供が労働者の所得
を増加させる前方連関効果である。すると
サービス雇用の多い都市へ優れたサービス技
能をもった労働者の移住やサービス企業の投
資が活発化し，より多様なサービスの供給が
なされるようになる。このさらに拡大した
サービス市場がより専門的なサービス生産者
を多く誘引する過程が後方連関効果であり，
都市に規模の経済が働いていることを示して
いる。このようなポジティブなフィードバッ
ク・メカニズムにより都市にサービス部門の
企業と労働者が集積する。

次にサービス業と製造業の相互作用の観点
から考察してみる。製造業からアウトソーシ
ングされるようになった多様なサービスが都
市において供給されるようになる。これまで
みてきたように，自社では調達できないよう
な専門的で多様なサービスの提供により，製
造業者は生産性を向上することが可能となる。
これが前方連関効果であり，そのことによっ
て他地域に立地していた多くの製造業者が，
その都市へと立地するようになる。そしてこ
の高度なサービスの需要の拡大が，その都市
へより専門特化した高度なサービスを提供す
る企業を誘引することにつながる。これが後
方連関効果であり，このようなポジティブな
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フィードバック・メカニズムにより，先進的
な製造業者とサービス企業が都市に集積する
こととなる。

またサービス活動ではその不可分性の特長
により，フェース・ツー・フェースのコミュ
ニケーションが重要となる。そのような濃密
なコミュニケーションが知識集約的なサービ
ス産業の特定地域での集積と，サービスに
おけるイノベーションの場の形成に貢献す
る。このコミュニケーションは知識が多様で
あればあるほどイノベーションを促進するの
で，そこに集積する人材の多様性が確保され
続けられる必要が生じる。このサービス産業
における知識の多様性による集積形成のメカ
ニズムを前方関連効果と後方関連効果の観点
から考察してみる。６）都市において，多様な
サービス活動とそれを提供する人材が集積
し，そのサービス活動をサポートするビジネ
ス支援サービス産業，ベンチャー・キャピタ
ルなどが集積する。そうなると，サービス活
動とその補完活動により，その都市において
サービスのイノベーション活動の生産性は上
昇し，多様なサービス・イノベーションがそ
の都市に集積するようになる。これが前方連
関効果である。この多様なイノベーション活
動の集積は，より多様な人材を誘引し，さら
によりサービス・イノベーションに特化した
サポート活動の集積を生み，その都市への多
様な人材とサポート産業の集積が促進される。
これが後方連関効果である。ここで重要な点
は，サービス活動において多様な人材がもた
らす知識の特質である。サービス産業におけ
る多様な知識労働者の集積は，市場では取引
されない知識外部性を生み出す。多様な知識
労働者によるフェース・ツー・フェースの情
報・知識の交換が，新たな知識をサービス産
業に創造し，またサービス活動の生産性の向
上に貢献する。都市に集積し，交換される情
報・知識の特質は，明確に表現できない「暗
黙知」であり，日常の対話を通して蓄積され，

その都市固有の知識外部性を生み出す。この
豊かな知識外部性により，サービス産業では
新たな知と知，知と技の組合せが生み出され，
都市に豊かな暗黙知がさらに蓄積されていく
ことになる。

理論的には，都市のサービス産業が集積し，
そしてサービス・イノベーションを通して都
市のサービス産業は高度化していくことにな
る。しかし日本のサービス産業における生産
性は低迷し，多くの新たなサービス・コンテ
ンツにおけるイノベーションを起こせたわけ
ではない。そこでイノベーション・システム
における制度と政策の問題を考察する。

　　
７　2000年代の日本の産業が直面した課題

７－１　2000年代の生産性成長
マクロレベルの生産性成長を産業・企業レ

ベルに細分化すると，資源配分と経済の新陳
代謝の問題に関連する。楡井（楡井，2017）
の分析によれば、それらは次の要因に整理さ
れる。
①既存企業の生産性向上に起因する内部効果
②高生産性新企業が参入し低生産性既存企業

が退出する参入退出効果
③低生産性企業から高生産性企業にシェアが

移動する再配分効果
④生産性を向上させた企業が同時にシェアを

高める相関効果

楡井の分析にしたがって，考察してみる。
近年まで日本の生産性向上は内部効果が中心
であった。シュンペーターは後期の学説にお
いて，大企業の研究開発投資がイノベーショ
ンで重要としたが，これが日本の既存の大企
業のイノベーションに依存した産業構造であ
る。しかし米国は日本と異なり，シュンペー
ターの初期の学説におけるように，企業家が
新規開業して創造的破壊を繰り返すことによ
りイノベーションを引き起す産業構造にある。
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日本はこの参入退出効果が小さい。
起業や研究開発はリスクの大きな投資であ

り，失敗に終わる可能性は高い。そしてイノ
ベーションに成功した企業は，既存企業から
需要を奪う。競争劣位となる競合企業の生産
設備は，まだ十分使用できるにもかかわらず
陳腐化して廃棄され，劣位の企業は市場から
退出させられる。この創造的破壊のプロセス
において，失敗した研究開発費はサンクコス
トとなり，陳腐化した生産設備は廃棄される。
創造的破壊は社会的費用の掛かるプロセスで
あるこのプロセスが価値を生み経済成長へと
つながるのは，イノベーションで実現した新
しい生産様式が生み出す付加価値が，社会的
費用を上回る場合のみである。企業家がプロ
ダクト・イノベーションやプロセス・イノベー
ションによって大きな付加価値を生み出すこ
とが必要となる。そのためには質の高い企業
家が大勢参入して，全体として経済成長を生
み出すイノベーション・システムを創り出さ
ねばならない。

また再配分効果でも，農業や商業のような
一部サービス産業が規制により保護されて存
続するような状況が90年代以降続き，資本と
労働を旧型の産業に縛り付けてきた。これ
は「失われた10年」における低生産性成長の
原因の一つとして強調されてきたことである。
また銀行部門は本来なら市場で淘汰されるべ
き低生産性企業を破綻させずに追い貸しを行
うことにより，存続させてきた。結果として
ゾンビ企業を市場に残すこととなった。

資本市場と労働市場が機能すれば，投資収
益率や賃金を通して低生産性部門から高生産
性部門に資源配分が促される。なぜこのよう
なシステムに変わらなかったのだろうか。そ
れは長期間，日本の経済システムは欧米への
キャッチアップを目指して構築されてきたこ
とにある。キャッチアップの段階では，企業
は既存技術を前提として，資本や労働の投入
を拡大していけばよい。日本は欧米諸国が備

えているような新産業の育成に着手し，日
本に有利な産業構造を構築してきた。この
キャッチアップ段階では，すでに欧米におい
て産業は存在しているので，事業の事前の不
確実性は大きく削減されることになるので，
資源配分は比較的容易に計画できる。日本経
済の方向性を示してきた「産業ビジョン」も
間違いはなく，企業はその指針を目安とでき
た。

このことは日本の金融機関にとって，金融
取引の事前の不確実性が大幅に削減されてい
たことを意味する。日本の金融システムは銀
行を中心とする間接金融システムである。銀
行は安全資産の預金をリスクのある貸出へ振
り向けるという，いわゆる資産変成を行って
おり，元来はリスクの高い貸出には向いてい
ない。銀行は事前の不確実性に対する判断に
は強くないが，不確実性が低い場合には問題
とならない。むしろ貸出後の経営者のモラル
ハザードに対するモニタリングに強い特徴を
もつ。すなわち日本の銀行はキャッチアップ
段階に相性のいい金融システムであった。

米国は企業家の新規参入が多い。新規参入
はリスクが高い。このような不確実性の高
いプロジェクトへの融資では，米国のベン
チャー・キャピタルのような金融の仕組みが
適合的である。日本経済はキャッチアップ段
階からフロントランナーへとすでに移行して
いる。日本が果敢にイノベーションに挑戦し
ていくためには，このような役割を果たす資
金の流れを積極的に構築していく必要があっ
た。

最後に相関効果であるが，これはセクター
レベルで問題となる。サービス産業のシェア
が一貫して拡大するという構造変化が継続し
ている。特に問題の大きい公的サービスを含
め，サービス産業では製造業に比べて生産性
を上昇させるのが難しい，いわゆる「コスト
病」が指摘されてきた。国の成長率は各セク
ター成長率の加重平均であるから，低い生産
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性成長率のセクターが足を引っ張ることにな
る。サービス部門は，この点で経済成長率を
押し下げる効果をもってきた。しかし米国で
はIT産業が90年代以降の経済をけん引して
きた。ITによりサービス産業のコストが削
減され，2000年代以降は新たな情報サービス
が数多く登場し，経済成長を促進した。

７－２　先端技術の開発と先端産業の育成
政策

明治時代以来，戦後の高度成長から90年代
まで，日本経済は欧米諸国をキャッチアップ
する立場にあった。戦後では，高度成長期が
個々の産業における技術のキャッチアップの
プロセスであった。日本は長い間，自らが革
新的な新技術を生み出すというより，ほとん
どの産業で欧米諸国において開発された技術
を輸入し導入することが最優先事項であった。

また産業構造の選択においても，欧米諸国
を後追いし，欧米諸国が備えているようなタ
イプの新産業の育成を行ってきた。キャッチ
アップの段階では，新たに登場しつつある技
術について，欧米の先行企業の技術動向に関
する情報を入手することで，産業がどのよう
な技術へと向かっているのか，比較的容易に
予測することが可能であった。瀧澤（瀧澤，
2016）が分析しているように，官僚主導で産
業内での技術進化に関するロードマップを作
成し，それを産業全体で情報共有することが
重要であった。このような産業政策における
情報の共有や調整役を官僚システムが果たす
ことも，キャッチアップ段階では好都合で
あった。

しかし日本経済は80年代にはキャッチアッ
プ段階を終え，フロントランナー段階に移行
した。この段階では，政府が特定の技術や産
業を選別して推進したり，育成するような産
業政策を行うことが極度に難しくなる。少数
の官僚や専門家たちが近未来の技術や産業の
動向を予測したとしても，それが的中する確

率が低くなるからである。瀧澤が指摘するよ
うに，80年代以降に通産省が主導した大規模
な共同研究開発プロジェクトの多くが失敗に
終わったことの背景には，このような事情が
あった。

IT投資の不足により，IT分野の資本形成
が他の先進国に比べて大きく遅れた。2000年
代を通して続いた特徴である。本来は情報経
済化を強力に推し進める必要があったが，当
時の政府の成長戦略の柱にはなかった。2001
年と2004年に打ち出された小泉純一郎内閣の
成長戦略「骨太の方針」では，医療・福祉，
環境・エネルギー，人材などがその中心であっ
た。2006年の第1次安倍晋三内閣の成長戦略

「経済成長戦略大綱」でも小泉内閣を引き継
ぎ，健康・福祉と観光・集客が中心であった。
観光やコンテンツは第2次安倍内閣でも継承
されている目玉戦略である。2009年の麻生太
郎内閣の成長戦略「未来開拓戦略」で，主要
戦略の一つにITが加えられた。政権交代し
た民主党政権時代をみると2010年の菅直人内
閣の「新成長戦略」，2012年の野田佳彦内閣
の「日本再生戦略」でもその主要戦略は，医
療・介護，環境・エネルギー，観光立国と自
民党政権時代と変わらず，それにアジア経済，
と科学技術・情報通信が加わっている。小泉
内閣以降は毎年のように政権が交代した政治
状況も大きかったと思われる。2000年代の10
年間，あまり変わり映えせず，総花的である。
サービス産業の生産性に大きな影響を及ぼ
すITインフラ整備に関しては，2000年に森
喜朗内閣でIT基本法が成立し，2001年に「e-
Japan戦略」が定められた。この戦略ではイ
ンターネット網を5年で世界最高水準へ整備
し，行政手続きのオンライン化やワンストッ
プサービス実現などの目標が掲げられた。し
かしネットワーク網の整備は進んだが，政府
部門の電子化など情報経済化は進まなかっ
た。2006年に「IT新改革戦略」が打ち出さ
れ，その後も戦略を策定し続けたが，行政の
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デジタル化は達成されなかった。安田（安
田，2014，Yasuda，2017）が分析したように，
アジア経済危機からの復興において，シンガ
ポールが2000年代に新しい情報経済の構築を
強力に推し進めたのとは対照的である。

赤池（赤池，2017）が分析していることか
ら考察すると，日本の政策形成においては，
官僚機構がシンクタンクとして大きな役割を
演じてきた。一方，米国では学協会，アカデ
ミー，ランドやブルッキングス研究所などの
政党系シンクタンクが大きな役割を果たして
いる。イノベーションの実現には，多様な主
体が複雑に絡み合っており，官僚機構がもつ
シンクタンク機能のみでは十分な役割を果た
すことができないという指摘がなされてきた。
政策形成は官僚機構のみが独占すべきもので
なく，学協会，アカデミー，大学，非営利組
織，経済団体，民間シンクタンクなど多様な
主体が関与すべきものである。米国では行政，
学界，公的シンクタンクなどを支える人材の
層が厚く，流動性が高いのに対し，日本では
人材の層が薄く流動性も低い。政治主導で政
策を重視するなら，抜本的な制度的改革が必
要であったといえよう。

また近年は科学技術だけでなく，高等教育
の充実が経済成長に寄与することが社会的課
題として認識されてきた。経済成長の根源的
な要因と考えられてきた対象が，資本深化か
ら全要素生産性の向上へと移り，その全要素
生産性の向上の要因として，科学的知識の発
展や研究開発投資による技術の発展，または
教育投資と通じた人的資本の蓄積へと推移し
てきた。科学技術・高等教育政策は，知識財
と知識人材を供給する経済成長政策としての
一面をもつ。具体的な政策として，サービス
経済高度化に向けた新たな産官学連携による
新たな産業技術の創出や，大学と企業の連携
による産業の知識経済化に対応できる新たな
人材の育成などを模索していく必要がある。
その際には，サービスのニーズとシーズの

マッチングにおいて目利きとなる「トランス
レータ―」や「ゲートキーパー」の育成も考
える必要があろう。

おわりにかえて

2000年代を通して，さまざまな政府の成長
戦略の柱が打ち出された。2001年からの小泉
純一郎内閣の成長戦略「骨太の方針」では，
医療・福祉，環境・エネルギー，人材などが
その中心であった。2006年の第1次安倍晋三
内閣の成長戦略「経済成長戦略大綱」でも小
泉内閣を引き継ぎ，健康・福祉と観光・集客
が中心であった。観光やコンテンツは第2次
安倍内閣でも継承されている目玉戦略である。
2009年の麻生太郎内閣の成長戦略「未来開拓
戦略」で，主要戦略の一つにやっとITが加
えられた。政権交代した民主党政権時代を
みると2010年の菅直人内閣の「新成長戦略」，
2012年の野田佳彦内閣の「日本再生戦略」で
もその主要戦略は，医療・介護，環境・エネ
ルギー，観光立国と自民党政権時代と変わら
ず，それにアジア経済と科学技術・情報通信
が加わっている。小泉内閣以降は毎年のよう
に政権が交代した政治状況も大きかったと思
われるが，2000年代の10年間，あまり変わり
映えせず，総花的であった。また「e-Japan
戦略」などのIT関連戦略ではハード面の目
標は達成したが，政府部門のデジタル化は進
捗しなかった。その背景には縦割り型行政の
弊害や当時の政治状況などがあった。また
ITの利活用やデジタル化を遂行する必要性
の認識が薄く，変化への抵抗が存在していた
のかもしれない。しかし90年代後半にアジア
経済危機を経験してきたシンガポールや韓国
はこの間に新たな情報経済の構築に邁進して
きた。

明治以降続いてきた成功体験の強いキャッ
チアップ型システムの経路依存性を変えてい
くことは，想像するより困難な課題である。
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日本の経済および社会のシステムは固定して
変化しないのを特徴とすることが指摘されて
きた。キャッチアップ型における各制度の相
互依存性は強く，金融市場の一部を変えれば
ベンチャー企業が育つわけではない。金融市
場と労働市場の相互依存関係を大きく変えて
いかねばならなかった。フロントランナーと
して創造経済を構築し，イノベーション主導
の経済成長を実現していくためには，政治主
導で抜本的な制度改革を推し進める必要が
あった。なお日本の政府部門のデジタル化に
関しては，別に詳細な事例分析を行う予定で
ある。

そして2000年代から国際競争力を特に強化
した国がある。中国は計画経済からの漸進的
な経済システム改革を推し進めてきた。中国
政府はこれまでの中国の製造業は付加価値が
低く，労働集約的な業種を中心に構成されて
いたとして，イノベーション力の強化や企業
効率を目指した。そしてその後「製造強国化」
という方針が打ち出さていく。2006年から10
年までの第11次5か年計画ではハイテク産業
の発展促進が打ち出され，第12次（11年から
15年）に引き継がれて，第13次（16年から20年）
には「製造強国化」は「中国製造2025」へと
発展した。

中国は投資主導型から消費主導型の経済成
長への構造転換の実現を目指しており，中国
政府は先進的な技術やIoT化された技術を有
した製造業の育成を行ってきた。2000年代か
ら中国は重点産業の育成に力を注いだが，中
国におけるイノベーション力の高まりは，ア
リババやテンセントのようなユニコーン企業
を創出した。日本は第2次安倍政権となって
から安定した政権運営のもと，アベノミクス
が強力に推し進められてきた。しかしその3
本の矢となる成長戦略において，国家的な重
点産業の育成を成し遂げられなかった。第5
世代移動通信システムの５Gにおいても中国
と比べて存在感はない。中国にとって2000年

代は高度成長期に当たり，キャッチアップ型
の成長戦略を強力に推し進めた。しかし2010
年代後半には世界経済のフロントランナーへ
と変貌した。そのイノベーション戦略はどの
ようなものであったのかを，日本と対比して
研究する必要があろう。

本稿では90年代から2000年代のイノベー
ションと産業政策の問題を取り上げたが，イ
ノベーションと創業力を強めるにはどのよう
なイノベーション・システムを構築する必要
があるのか，次稿では中国の台頭を含む2010
年代に焦点を当てて研究を行う予定である。
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〔注〕
１）TFPの上昇は技術革新，革新的なビジネスモ

デルや生産方式の導入，組織改革などから達成
される。

２）検索エンジン最適化に関しては，この技術の名
付け親であるブルース・クレイと彼の創立した
ブルース・クレイ社の事例を参照のこと。

３）空間経済学においては，イノベーションを経済
成長のエンジンとみなす「内生的成長理論」と
の融合を目指す試みが活発に行われるように
なっており，集積とイノベーションの関係をミ
クロ理論から解明されている。

４）藤田（2003年）は，内生的な集積力とイノベー

ションの場の形成について，空間経済学の一般
的な考え方を概念化して，3つの基本的要因を
示している。サービスにおける集積を考察する
に当たり，この概念と関連させた。

５）藤田（2003年）の消費財と中間財の多様性を通
じての集積形成メカニズムを参照した。藤田は
消費財及び中間財の需要と供給の側面から都市
への集積メカニズムを明らかにしている。

６）藤田（2003年）は人間の多様性を中心とするイ
ノベーションの場の形成を模式的に示してい
る。この枠組みをもちいてサービス産業のイノ
ベーションの場の形成を考察した。
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（Abstract）
From the 90s to the 2000s, the stagnation of the Japanese economy due to the bursting 

of the bubble economy and the subsequent recession of the Heisei era is called the "lost 
decade." On the other hand, the revival of the US economy from 90s was brought about by 
a new breakthrough in the information and communication field called the "IT revolution." 
In addition, the deepening of new relationships between the service industry and the 
manufacturing industry has strengthened the competitiveness of US companies.

Japan was late in the development of the information and communication field in 
the 2000s, but tried to achieve a new catch-up by researching innovation systems, but 
it has not been successful until now. In this paper, I first clarify what kind of innovation 
system research was done, analyze the innovation policy and industrial policy taken in the 
2000s, and consider the reason why the Japanese economy could not respond well to the 
information economy. In conclusion, promoting innovation at the front-runner level requires 
drastic politically-led institutional reforms.


